
【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

(１)

(１)人材養成機能や研究成果を活用して、地
域の産業(農林水産業、製造業、サービス産
業等)の生産性向上や雇用の創出、文化の
発展を牽引し、地域の課題解決のために、
地方自治体や地域の産業界をリードする。
①

計画番号1

【１】持続可能な未来社会の実現に向け、未来社会デザイン機構をはじめとする学
内組織の連携強化・組織見直しを図り、本学と、地方自治体、産業界、教育界及
び地域住民等のステークホルダーによるプラットフォーム等を通じて協働し、各種
プロジェクトやセミナー、シンポジウム等を実施するなど、地域課題の解決のため
の取組を大学として推進する。

・持続可能な未来社会の実現に向け、未来社会デザイン機構を含む
学内組織の連携強化・組織見直しを検討する。
・本学と、地方自治体、産業界、教育界及び地域住民等のステークホ
ルダーによるプラットフォーム等を通じて協働する取組を実施する。
・各種プロジェクトやセミナー、シンポジウム等を実施する。
・上記のほか、地域課題の解決のための取組を適宜実施する。

（評価指標）
【1-1】地域課題の解決のための取組状況(構築したプラットフォームの数やその活
動状況、地方自治体等との共同プロジェクトの実施状況、各種セミナーやシンポジ
ウムの開催状況等についての外部評価等による検証結果により、第４期中期目標
期間最終年度の時点で、地域課題の解決の取組状況に対する地方自治体等のス
テークホルダーの肯定的評価が認められること)

・地域課題の解決のための取組状況（構築したプラットフォームの数や
その活動状況、地方自治体等との共同プロジェクトの実施状況、各種
セミナーやシンポジウムの開催状況等）を指標とする。
・上記の取組状況を評価するための外部評価の仕組みを構築する。

計画番号2

【２】栄養科学に関し本学が持つ知識・技術を活用して、静岡県が推進する地域資
源を活用した機能性表示食品の開発や食を中心としたデータによるヘルスケアを
支援する「フーズ・ヘルスケアオープンイノベーションプロジェクト」等と連携協力す
るため、「食品分析センター（仮称）」を設置し、食品分析の実施等機能性表示食
品の開発をサポートすること等を通じて、地域の食品関連産業の活性化に貢献す
る。

・農学部内に食品分析室を立ち上げ，食品分析し運営委員会を組織す
る。

（評価指標）
【2-1】静岡県が推進する「フーズ・ヘルスケアオープンイノベーションプロジェクト」
等との連携協力状況(第４期中期目標期間最終年度の時点で、食品分析に関する
受託分析件数：10件／年以上、受託依頼企業数：10社／年以上、相談件数：30件
／年以上)

・分析項目を設定し、それに適した分析方法を確立し、分析法のバリ
デーションチェックを実施する。

計画番号3

【３】イノベ－ション人材の育成・輩出の観点から、地域の企業から提供された経営
現場の課題の解決に向け、学生が地域の企業の方々と連携して多面的なアプロ
－チに取り組み、課題解決型学習に基づいたプロジェクトを実施する。さらにアント
レプレナー教育「起業家・ビジネス人材の育成」を推進することで、地域の雇用の
創出に貢献する。

産業イノベ－ション人材育成プログラム及びアントレプレナー教育「起
業家・ビジネス人材の育成ゼミ（仮称）」を実施する。

（評価指標）
【3-1】産業イノベーション人材育成プログラムの履修者数：第４期中期目標期間最
終年度までの合計で96名以上

産業イノベ－ション人材育成プログラムの履修者数（目安）：　１６名以
上

（評価指標）
【3-2】アントレプレナー教育「起業家・ビジネス人材育成ゼミ(仮称)」の受講者数：
第４期中期目標期間最終年度までの合計で240名以上

アントレプレナー教育「起業家・ビジネス人材の育成ゼミ（仮称）」の受
講者数(目安）：４０名以上

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係
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【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係

(２)

(２)性別、エスニシティ、障害の有無、世代、
ライフスタイル、価値観など、異なる背景をも
つ多様な学生や教職員が共に学び、共に働
きやすいキャンパスの構築を目指し、多様な
背景や価値観をもとに教育・研究・社会貢献
機能の新たな展開を進め、社会のダイバー
シティの推進に貢献する。【独自】

計画番号4

【４】学内において包括的なダイバーシティ推進を担い、学外組織との連携によって
社会のダイバーシティの推進に貢献するための拠点として、男女共同参画推進室
をダイバーシティ推進室へと拡充整備する。キャンパス・ダイバーシティ宣言を行
い、静大ダイバーシティ推進戦略を策定する。

男女共同参画推進室をダイバーシティ推進室（仮称）へ整備・拡充する
ための検討を開始する。併せて、キャンパス・ダイバーシティ宣言、静
大ダイバーシティ推進戦略を策定するための検討を行う。

（評価指標）
【4-1】ダイバーシティ推進室(仮称)の確立・活動状況、および新たなダイバーシティ
推進活動を第４期中期目標期間中５件以上実施する。

学長の下にダイバーシティ推進室(仮称)の設置WGを作り、検討する。
キャンパス・ダイバーシティ宣言及びダイバーシティ推進戦略を検討す
る。

計画番号5

【５】多様な背景をもつ学生が安心して学べる環境を整備するため、学生支援セン
ターと学内関係組織との連携を強化し、従来に加えて、多様なSOGI、エスニシ
ティ、年齢の学生が交流する場や相談機能を含めた学生支援体制へと拡充・発展
させる。多様な背景をもつ学生が相互尊重の視野と思考を広げ、自ら考え実践す
る力を向上させるためにダイバーシティ推進に関する教育を実施する。

第３期中期目標期間における実施状況を踏まえ、ダイバーシティの多
様な側面に対応した学生支援制度とダイバーシティ推進のための教育
を検討し、実施体制を整える。

（評価指標）
【5-1】学生相談窓口など学生支援制度に対する学生の認知度と学生支援制度の
利用状況(全学生対象の調査結果及び相談実績報告等により、第４期中期目標期
間の間で、学生支援制度の認知度及び利用度に上昇が認められること)

第３期中期目標期間における実施状況を踏まえ、ダイバーシティの多
様な側面に対応した学生支援制度を検討し、実施体制を整える。

（評価指標）
【5-2】ダイバーシティ推進に関する教育の実施状況(ダイバーシティ関連科目、 ピ
アサポート実践科目及びサービス・ラーニング科目の実施及びこれらの科目の履
修者の学習評価資料と授業アンケート結果等の検証を通して、第４期中期目標期
間の間で、多様性を尊重する社会づくりへの寄与について、学生の意識に向上が
認められること)

第３期中期目標期間における実施状況を踏まえ、ダイバーシティ推進
に関する教育(ダイバーシティ関連科目、 ピアサポート実践科目及び
サービス・ラーニング科目）を検討し、実施体制を整える。

計画番号6

【６】多様な背景をもつ教職員が共に活躍できる大学運営を目指し、それぞれの問
題に関する理解を深めるとともに性別役割意識やアンコンシャスバイアス(無意識
の思い込み、偏見)の解消に取り組み、柔軟な就労環境等を整備する。女性、外国
人、若手などの採用と昇進を加速させるために、各部局に適した取り組みを立案・
実施する。

性別役割意識やアンコンシャスバイアス(無意識の思い込み、偏見)の
解消に取り組むためのセミナーを開催する。
全学人事管理委員会において、女性教員比率18％の数値目標達成に
向けたシミュレーションを提示する。また、若手教員採用比率の数値目
標を再認識させる。

（評価指標）
【6-1】各部局の特性を踏まえて多様性を確保した教員人事の取組状況(女性教員
比率18%(第４期中期目標期間最終年度)､若手教員採用比率65%(第４期中期目標
期間中平均))

性別役割意識やアンコンシャスバイアス(無意識の思い込み、偏見)の
解消に取り組むためのセミナーを１回以上開催する。

女性教員比率：１７．３％
若手教員採用比率：６５％
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【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係

計画番号7

【７】多様な背景をもつ人々が住みやすく、生きがいを持って働き、活躍できる場づ
くりを進め、地域の活性化に結び付けるため、学外組織(地域行政、男女共同参画
センター、社会福祉協議会、NPO、県内他大学、企業など)との連携を強化し、ダイ
バーシティの視点による共同研究を促進する。さらに、地域のダイバーシティ促進
のための啓発を行う。

学外組織と連携して、レインボーネットワークの関連企業及び、県内の
大学へ、ワークライフ・バランスを推進するために、業務の効率化を図
るなどの地域のダイバーシティに関する啓発促進セミナーや女子学生
の理系進路選択支援等を実施する。

（評価指標）
【7-1】ダイバーシティ推進に関わる学外組織(地域行政、男女共同参画センター、
社会福祉協議会、NPO、県内他大学、企業など)と連携したダイバーシティに関連
する共同研究の実施件数を第４期中期目標期間中10件とし、地域のダイバーシ
ティに関する啓発促進に指導的役割を果たした教員数を第４期中期目標期間中
延べ人数100人以上とする。

教員と地域企業とのジェンダード・イノベーションなどダイバーシティに
関連する共同研究を１件以上開始する。地域のダイバーシティに関す
る啓発促進に指導的役割を果たした教員数を延べ人数15人以上とす
る。

(３)

(３)国や社会、それを取り巻く国際社会の変
化に応じて、求められる人材を育成するた
め、柔軟かつ機動的に教育プログラムや教
育研究組織の改編・整備を推進することに
より、需要と供給のマッチングを図る。④

計画番号8
【８】静岡大学が社会に対して果たすべき役割を踏まえ、地域特性や高校生等進
学希望者のニーズを捉えた上で、学内資源の再配置により、大学の強みを活かし
た、新学部も含めた教育研究組織の改編・整備等を行う。

大学改革を推進することを目的に未来創成本部を設置し、自治体や産
業界との新たな協議の場の構築及び地域における既存の協議体の活
用をとおして社会のニーズ把握に向けた検討を進める。あわせて、新
たな教育研究組織（山岳流域学位プログラム、グローバル共創科学部
（仮称））の令和５年４月の設置を目指して、必要な手続の履行、学内
外の調整を速やかに実施するとともに、既存の学部・大学院の発展充
実に向けた検討を進める。

（評価指標）
【8-1】大学に対する社会の需要を把握するための仕組みの構築と、自治体や高
等学校等の関係機関への調査の実施

自治体や産業界等の需要を把握するための新たな協議の場の設置及
び既存の協議体の活用

未来創成本部におけるアドバイザリーボードの設置検討（新組織ごと
の外部支援、地域連携組織等も含む）

静岡大学将来構想協議会からの提言等を踏まえた社会需要を把握す
るためのアンケート調査の検討

（評価指標）
【8-2】教育研究組織の改編・整備等の状況
・新学部創設を含めた学士課程における組織改編(第４期中期目標期間中に１件
以上)
・研究科等連係課程創設を含めた修士・博士課程における組織改編(第４期中期
目標期間中に１件以上)

山岳流域学位プログラム、グローバル共創科学部（仮称）にかかる設
置計画書の提出及び設置認可後の学生受入れに向けた体制整備（設
置準備委員会等の活動）

既設学部・大学院の発展充実に向けた組織体制の在り方の検討

他大学との協働体制構築に向けた検討
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【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係

(４)

(４)特定の専攻分野を通じて課題を設定して
探究するという基本的な思考の枠組みを身
に付けさせるとともに、視野を広げるために
他分野の知見にも触れることで、幅広い教
養も身に付けた人材を養成する。（学士課
程）⑥

計画番号9

【９】学生の主体的・能動的な学びを促進し、大学での学習の基礎となる力や課題
解決能力などを向上させるため、数理・データサイエンス、新入生セミナー、キャリ
アデザイン授業などの授業科目の充実を図るとともに、対話・議論型のアクティブ・
ラーニング授業の実施、フィールドワーク授業の充実を進める。また、学生の学習
意欲の喚起に資する早期研究室体験などの取組を実施し、学生の自主的学習活
動を促進させる。

・学生の主体的・能動的な学びを促進し、大学での学習の基礎となる
力や課題解決能力等の向上に資する授業科目（数理・データサイエン
ス、新入生セミナー、キャリアデザイン等）を実施する。
・アクティブ・ラーニングやフィールドワークを取り入れた授業科目を実
施する。
・学生の学習意欲の喚起に資する早期研究室体験等、学生の自主的
学習活動の促進に取り組む。
・上記の取組のほか、学生の主体的学習活動等の促進のための取組
を適宜検討する。

（評価指標）
【9-1】学生の主体的学習活動等の促進に関する取組状況(関係授業科目の開設
科目数や履修者数、学生アンケートの結果等の検証の結果、第４期中期目標期
間の間で、学生の主体的学習活動等の促進に関して肯定的評価が認められるこ
と)

・学生の主体的学習活動等の促進に関する取組状況（関係授業科目
の開設科目数、履修者数、学生アンケートの結果（学生の主体的学習
活動の促進に関わる項目）等）を指標とする。
・上記の取組状況を検証するための体制を構築する。

計画番号10

【10】対面授業と相まって、オンライン授業科目の開設やオンライン教材の活用を
促進し、学生が学びやすい修学環境を整えるとともに、他の大学等との連携によ
る単位互換や文理融合を含む多様な教育プログラムの開設等により、学生の多
様なニーズに応じた質の高い学士課程教育を実現する。

・対面授業と相まって、オンライン授業科目の開設やオンライン教材の
活用を促進する。
・他大学等との連携による単位互換や文理融合を含む多様な教育プロ
グラムの開設等を実施する。
・上記の取組のほか、学生の多様なニーズに応じた質の高い学士課
程教育のための取組を適宜検討する。

（評価指標）
【10-1】オンライン授業科目の履修者数：第４期中期目標期間中、年間2,000名以
上、計12,000名以上

・オンライン授業科目の履修者数：年間2,000名以上

（評価指標）
【10-2】学生の多様なニーズに応じた教育の実施状況(第４期中期目標期間最終
年度までの合計で、他大学開設科目の履修者数：720名以上、本学開設科目の他
大学の履修者数：480名以上、特別教育プログラムの履修者数：1,020名以上)

・他大学開設科目の履修者数：120名以上
・本学開設科目の他大学の履修者数：80名以上
・特別教育プログラムの履修者数：170名以上

計画番号11
【11】理工系イノベーション人材の育成強化のため、理工系学部と総合科学技術研
究科の連携強化を目指し、学士と修士の接続教育プログラムを導入する。

・具体的なプログラム案を工学部、農学部、理学部、情報学部を中心
に検討する。

（評価指標）
【11-1】学士課程と修士課程を接続した教育プログラムの導入状況：第４期中期目
標期間最終年度の時点で１件以上

・学士課程と修士課程を接続した教育プログラムを各学部で１件提案
する。
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【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係

(５)

(５)研究者養成の第一段階として必要な研
究能力を備えた人材を養成する。高度の専
門的な職業を担う人材を育成する課程にお
いては、産業界等の社会で必要とされる実
践的な能力を備えた人材を養成する。（修士
課程）⑦

計画番号12
【12】人文社会科学研究科と総合科学技術研究科が連携して、山岳地域を取り巻
く環境問題の解決などに対応できる人材育成を目指す山岳科学教育プログラムを
充実させ、文理融合型のより実践的なプログラムとする。

・人文社会科学研究科と総合科学技術研究科とで山岳流域研究院(仮
称)を設置するための準備を進め，入学試験を行う。

（評価指標）
【12-1】山岳科学教育プログラムの修了者数：第４期中期目標期間最終年度まで
の合計で30名以上

・令和４年度末における山岳科学教育プログラムの修了者数5名以上

計画番号13

【13】地元企業等のニーズを反映させた教育プログラムや、マネジメント、マーケ
ティングなど社会人の実践力の向上を目指す授業科目の開設などにより、高度職
業人養成の社会的要請に応える。特に、人文社会科学研究科では、オンライン授
業を充実させた学士課程夜間主コースとの接続を強化するとともに、修士課程に
１年修了コースを導入する。

・地元企業等のニーズを反映させた教育プログラム、マネジメント、
マーケティングなどの社会人の実践力向上を目指す授業科目の開設
により、高度職業人要請に応える。
・夜間主コースにおいてオンライン学習を積極的に導入し、学士課程夜
間主コースを充実させることにより、人文社会科学研究科・社会人リカ
レント教育」（経済専攻）の実践として、「修士1年修了」制度の導入の
準備を行う。

（評価指標）
【13-1】企業ニーズを反映させた授業科目の開設状況(開設科目数の増加(第４期
中期目標期間最終年度までに６科目12単位(令和３年度実績：３科目６単位)))

・人文同窓会、静岡県経済同友会へのアンケート調査２件
・夜間主コースへのオンライン授業試行導入数（２ないし３科目）

計画番号14
【14】カーボンニュートラル社会の実現を支える研究力・技術力を備えた人材育成
のための教育プログラムを導入する。

・具体的なプログラム案を工学専攻及び農学専攻を中心に検討する。

（評価指標）
【14-1】カーボンニュートラルに関する教育プログラムの導入状況：第４期中期目標
期間最終年度の時点で１件以上

・総合科学技術研究科として教育プログラムを１件検討する（大枠の策
定）。

(６)

(６)深い専門性の涵養や、異なる分野の研
究者との協働等を通じて、研究者としての幅
広い素養を身に付けさせるとともに、独立し
た研究者として自らの意思で研究を遂行で
きる能力を育成することで、アカデミアのみ
ならず産業界等、社会の多様な方面で求め
られ、活躍できる人材を養成する。（博士課
程）⑧

計画番号15
【15】光医工学超領域分野フェローシップ事業をはじめ、博士学生の就学支援の充
実とキャリアパス事業を推進するとともに、超領域的な異分野融合型博士教育を
実施し、関連分野の博士人材を養成する。

・光医工学超領域分野フェローシップ事業に基づき、異分野融合型博
士教育を実施する。
・地域キャリアサポートコンソーシアムを設置する。

（評価指標）
【15-1】光医工学分野を含む関連分野の博士人材の養成状況(関連分野の博士課
程修了者数：第４期中期目標期間最終年度までの合計で120名以上)

・光医工学を含む超領域的な分野の博士課程修了者数20名程度（光
医工学研究科並びに創造科学技術大学院の合算）
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【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係

計画番号16
【16】自然環境に関する高度な知識とスキル及び持続可能な社会の創出とカーボ
ンニュートラルの実現に資する専門知識を備えた人材を育成する環境科学教育を
実施する。

・環境科学教育を実施するための仕組みを考案し試験的に実施する。

（評価指標）
【16-1】環境科学関連分野の博士人材の養成状況(関連分野の博士課程修了者
数：第４期中期目標期間最終年度までの合計で60名以上)

・環境科学関連分野の博士課程修了者数10名程度

計画番号17

【17】教育学研究科における博士課程では、教員養成や現職教員の教育を担う大
学教員を養成するとともに、諸外国の教育や教員養成の発展に貢献するため、実
践的研究力の育成を強化したカリキュラム改革、学生の入口・出口の実績を踏ま
えた定員規模の見直し、留学生の受け入れ態勢の整備等をはじめとした大学院
改革を行う。

実践的研究力の育成を強化したカリキュラム改革、学生の入口・出口
の実績を踏まえた定員規模の見直し、留学生の受け入れ態勢の整備
等をはじめとした大学院改革の検討を開始する。

（評価指標）
【17-1】教育学研究科博士課程の大学院改革の実施状況(カリキュラム改革、定員
規模の見直し、留学生の受け入れ態勢の整備等の状況についての外部評価等に
よる検証結果により、第４期中期目標期間最終年度の時点で、教育学研究科博士
課程の大学院改革に係る肯定的評価が認められること)

教育学研究科博士課程の大学院改革（カリキュラム改革、定員規模の
見直し、留学生の受け入れ態勢等の整備等）について検討を開始す
る。

(７)

(７)データ駆動型社会への移行など産業界
や地域社会等の変化に応じて、社会人向け
の新たな教育プログラムを機動的に構築
し、数理・データサイエンス・AI など新たなリ
テラシーを身に付けた人材や、既存知識を
リバイズした付加価値のある人材を養成す
ることで、社会人のキャリアアップを支援す
る。⑪

計画番号18

【18】数理・統計・情報を基盤として、情報やICT技術を活用して課題を解決し、
Society5.0社会を開拓できる能力の育成のため、数理・データサイエンス系授業科
目等を社会人が受講できるようにするとともに、既存知識をリバイズした付加価値
のある人材の養成に資するため、多様な履修証明プログラムや公開講座等の実
施に加え、それらをオンラインでも受講できる仕組みを整備する。

・数理・データサイエンス系授業科目等を社会人が受講できる仕組み
を構築する。
・多様な履修証明プログラムや公開講座等を開発・実施する。
・これらの社会人向けの事業において、オンラインによる受講が可能な
仕組みを整備する。

（評価指標）
【18-1】数理・データサイエンス系授業科目等、履修証明プログラムや公開講座等
の社会人の受講状況(オンラインによる受講者数：第４期中期目標期間最終年度
までの合計で150名以上)

・数理・データサイエンス系授業科目等、履修証明プログラムや公開講
座等の社会人の受講状況（開設状況、受講者数、受講者の評価等）を
指標とする。
・上記の社会人向けの事業において、オンラインによる受講が可能な
仕組みを整備する。
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【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係

計画番号19

【19】教職大学院において、附属学校教員等を対象とした「専修免許状取得プログ
ラム」を実現するとともに、教育学部や教職大学院において、教員を含む社会人等
の多様な対象のニーズに合わせた「教職リカレント教育コース」を実現するなど、
Society5.0時代に向けた教員の資質・能力の向上を図るプログラムを開発し提供
する。

・教職大学院において、附属学校教員等を対象とした「専修免許状取
得プログラム」実施に向けた具体策を検討する。
・教育学部と教職大学院において、教員を含む社会人等の多様な対象
のニーズに合わせた「教職リカレント教育コース」についての基本方針
を共有し、実施に向けた具体策の検討を開始する。

（評価指標）
【19-1】Society5.0時代に向けた教員の資質・能力の向上を図るプログラムの開
発・提供状況(第４期中期目標期間最終年度までに、「専修免許状取得プログラ
ム」や「教職リカレント教育コース」の新規プログラムを２つ以上提供し、外部評価
等による検証結果により、提供したプログラムの肯定的評価が認められること)

・附属学校教員等を対象とした「専修免許状取得プログラム」及び教員
を含む社会人等の多様な対象のニーズに合わせた「教職リカレント教
育コース」等の新規プログラムについて検討を開始する。

(８)

(８)学生の海外派遣の拡大や、優秀な留学
生の獲得と卒業・修了後のネットワーク化、
海外の大学と連携した国際的な教育プログ
ラムの提供等により、異なる価値観に触れ、
国際感覚を持った人材を養成する。⑫

計画番号20

【20】学生が国内外での多様な経験を経て国際感覚を持って活躍できる人材として
成長できるよう、入学時からの国際教育や語学学習、オンライン海外研修などの
多様な学修機会の提供を通して、国際舞台での活躍を望む学生の支援などを行
う。

留学プログラム、オンラインプログラム、国際交流ラウンジなどの学内
外のグローバルリソースの検証を進め、課題を解決するための新たな
プログラムや学内広報の検討を開始する。

（評価指標）
【20-1】多様な学修機会を提供するにあたり、学生のニーズに合ったものとするた
めのアンケート等に基づく内容の改善状況及び質の高いプログラムの実施状況
(アンケートの結果を受けて内容を改善したプログラムの割合を毎年度８割以上と
する。第４期中期目標期間中に第３期中期目標期間中と同数以上の学修プログラ
ムを実施する)

第４期中期計画中の学修プログラムを国際的な活躍を望む学生の
ニーズに合ったものとするため、適切なアンケート調査を実施する。調
査結果を踏まえ、プログラム内容の改善計画を作成する。

計画番号21

【21】 アジア諸国(学士課程５か国、修士課程16か国)を対象とした留学生受け入
れプログラム(アジアブリッジプログラム(ABP))の対象国の拡大及び質的な改善な
どにより、優秀かつ向学心の高い留学生の受入れを目指して、渡日前教育のさら
なる充実、就職・進学支援などの体制を整えるとともに、学位取得留学につながる
ような短期留学生の受入れプログラムをさらに整備し、協定校や卒業生等との有
機的な連携による大学のグローバル化を推進する。

正規留学生増に向け、海外教育機関との連携、進路指導、など入り口
から出口までの制度の課題を検証する。

（評価指標）
【21-1】留学生の就職支援プログラムの開発・実施状況と就職を希望する留学生
の就職率(第４期中期目標期間中に第３期中期目標期間中と同数以上の就職支
援に関するイベント等を実施する。第４期中期目標期間中の留学生就職率が第３
期中期目標期間中の実績の平均値以上であること)

文科省認定の留学生就職支援教育プログラムを開講する。
学士・修士課程の各部局と連携し、受講管理、及び受講支援体制を整
備する。
県内の機関と連携し、留学生の企業との接点、及びインターンシップ機
会の形成を進める。
アウトカム指標：令和３年度の留学生の就職率確定後、第４期中期目
標期間中の達成基準の目安である、第３期中期目標期間中の就職率
の平均値を算出する。
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【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係

（評価指標）
【21-2】短期受入れプログラム(オンラインやオンラインと対面のハイブリッドを含
む、修了証発行、単位認定のあるもの)の数・学生数(第４期中期目標期間中の短
期受け入れプログラム数及びプログラム受講学生数が第３期中期目標期間中と
同数以上であること)

海外大学との国際共修プログラムなど充実した短期受け入れプログラ
ムの開発・実施を行う。全学において年間３本、受講生30名の実施を
目指す。

（評価指標）
【21-3】インターアカデミアをはじめとする協定校等海外教育機関との連携による
セミナー、ワークショップなどの開催状況(第４期中期目標期間中のセミナー、ワー
クショップなどの開催数が第３期中期目標期間中と同数以上であること)

インターアカデミアをはじめとする協定校等海外教育機関との連携に
よるセミナー、ワークショップなどの開催、および開催情報のとりまとめ
ルートを確認する。

計画番号22

【22】国際感覚と高い専門性を身につけた人材育成を目指し、海外大学との国際
共同学位やオンラインを活用した共修などの教育連携プログラムの拡充および制
度化、留学生の受入れ機会の多様化、留学を推進するためのカリキュラム整備
や、全学組織と部局とのより緊密な連携体制の構築など、大学の国際化を推進す
るための体制・制度の整備を進めるとともに、それを支えるためのFD・SD研修の
充実を図る。

第4期中期目標期間における「大学の国際化」を推進するための全学
的体制・制度、およびそれを支えるためのFD・SD研修の内容を検討す
る。

（評価指標）
【22-1】海外協定校との共修の機会の拡大やそれに伴う単位認定等の学内措置
など、国際教育・教育連携プログラムを推進するための体制整備状況(国際教育・
教育連携プログラムを専門科目として単位認定するための学内規則を制定するこ
と)

国際教育・教育連携プログラムを専門科目として単位認定するための
条件や学内でリソースの調査を計画する。

（評価指標）
【22-2】留学生の多様な受入れ制度の整備状況(第４期中期目標期間中にアジア
ブリッジプログラム学士課程の対象国を修士課程と同数に拡大すること。第４期中
期目標期間中にアジアブリッジプログラム学士課程において現在の10月入学に加
えて４月入学の制度を導入すること)

アジアブリッジプログラム学士課程の対象国拡大や10月入学以外の
入学制度の検討を進める。

（評価指標）
【22-3】履修年限内での留学が可能となるモデルカリキュラムの策定

留学希望者のための履修支援・措置（単位認定制度、遠隔地で履修
可能な科目の開講）の検討と併せて、学部と機構が連携し、学士課程
６学部の教務関係者からあらたに履修年限内で参加が可能な留学に
ついての情報を収集、集約する。
並行して、本件において参照できる他大学の取組を調査する。

(９)

(９)真理の探究、基本原理の解明や新たな
発見を目指した基礎研究と個々の研究者の
内在的動機に基づいて行われる学術研究
の卓越性と多様性を強化する。併せて、時
代の変化に依らず、継承・発展すべき学問
分野に対して必要な資源を確保する。⑭

計画番号23
【23】真理の探究、基本原理の解明などの基礎研究の推進を目指し、研究者の負
担軽減など研究環境を改善するとともに、部局との連携により静岡大学の研究力
強化についての研究戦略を策定し、推進する。

研究戦略の策定
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【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係

（評価指標）
【23-1】論文数： 一人あたりの論文生産数の向上：一人当たりの論文生産数10％
以上(２本以上/人)増加

研究戦略に基づく具体的施策により、常勤教員一人あたり、論文数２
本以上を目指す。

（評価指標）
【23-2】バイアウト制度の活用件数: 延べ６件

１件以上のバイアウトの実施と適用範囲の検証と検討

計画番号24

【24】世界レベルの研究を育成するとともに多様な研究を支援するために、次の研
究分野を重点研究分野に選定し、第４期中期目標期間において研究を推進するこ
とによって卓越性を強化する。
・光応用分野
・グリーン科学分野
・カーボンニュートラル科学分野
・情報応用科学分野

研究戦略に基づき、重点研究分野に対する具体的研究推進策を策
定。

（評価指標）
【24-1】重点研究分野における引用数のTop10%の論文：140本の維持

研究推進策の実施により引用数Top 10％の論文数　140本の維持

（評価指標）
【24-2】重点研究分野における国際共著論文数の第３期増加比10％増とする。
(470本以上)

研究推進策の実施により国際共著論文を毎年度80本以上発表する。

計画番号25
【25】科研費等の外部資金の獲得のための支援を全学及び部局において実施し、
大型外部資金を獲得した研究者には負担軽減のための支援を行う。

研究戦略に基づき、外部資金獲得のための具体的支援策及び獲得し
た研究者に対する支援策の策定

（評価指標）
【25-1】科研費の教員一人当たりの採択件数：0.5件以上の維持

科研費獲得のための支援を実施し、教員一人当たりの採択件数0.5件
を維持する。

（評価指標）
【23-2】バイアウト制度の活用件数：延べ６件「再掲」

１件以上のバイアウトの実施と適用範囲の検証と検討
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【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係

(10)

(10)地域から地球規模に至る社会課題を解
決し、より良い社会の実現に寄与するため、
研究により得られた科学的理論や基礎的知
見の現実社会での実践に向けた研究開発
を進め、社会変革につながるイノベーション
の創出を目指す。⑮

計画番号26
【26】東海地域における大学、公的研究機関等の研究者を含む地域連携体制を構
築し、地域における研究課題の解決に向けた研究開発を推進する。

東海地域における大学、公的研究機関等の研究者を含む地域連携体
制の検討を行い、地域における研究課題の解決に向けた研究開発を
進める。

（評価指標）
【26-1】静岡県をはじめとした東海地域企業等との共同研究契約の契約件数比率
40％以上維持

東海地域企業等との共同研究契約の契約件数比率40％以上維持

計画番号27
【27】静大発ベンチャー企業の設立推進を通して、研究成果の社会実装を推進す
る。

静大発ベンチャー企業の設立推進を通して、研究成果の社会実装を
推進する。

（評価指標）
【27-1】静大発ベンチャーの設立：10社以上

静大発ベンチャーの設立（目安）：２社以上

計画番号28

【28】イノベーション社会連携推進機構の全学的支援を通じ、地域イノベーション・
エコシステムを確立し、地域企業を支援するため、社会的要請の高い分野の研究
を推進するプロジェクト研究所の設置や共同研究講座の積極的な受け入れを通し
て、産学官連携を推進する。

プロジェクト研究所の設置や共同研究講座の受け入れを通して、産学
官連携を推進する。

（評価指標）
【28-1】プロジェクト研究所の設置：20以上

プロジェクト研究所を４件以上設置

（評価指標）
【28-2】共同研究講座の契約件数：６件以上

共同研究講座の契約件数（目安）：１件以上

(11)

(11)国内外の大学や研究所、産業界等との
組織的な連携や個々の大学の枠を越えた
共同利用・共同研究、教育関係共同利用等
を推進することにより、自らが有する教育研
究インフラの高度化や、単独の大学では有
し得ない人的・物的資源の共有・融合による
機能の強化・拡張、教育効果の向上を図

計画番号29
【29】電子工学研究所におけるネットワーク型共同利用・共同研究拠点の共同利
用研究、グリーン科学技術研究所における他大学との連携など研究所を中心に他
大学とのネットワーク研究所を構築し、共同研究の実施を推進する。

第3期拠点大学間における公募型共同研究の成果検証と他拠点研究
者受入れによる新たな共同研究課題の検討

（評価指標）
【29-1】電子工学研究所における公募型共同利用研究：年平均80件以上を維持

国内外の共同研究拡大を検討（80件以上を維持）
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【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係

計画番号30
【30】外部の研究機関との連携・協働を強化し、地域連携プラットフォームなどを通
して、SDGsやカーボンニュートラル達成など社会課題に応じた研究開発を推進す
る。

SDGsやカーボンニュートラル達成など社会課題に応じた研究開発を推
進する。

（評価指標）
【30-1】カーボンニュートラル関連による共同研究契約数：200件以上

カーボンニュートラル関連による共同研究契約数（目安）：３４件以上

計画番号31

【31】農学部附属地域フィールド科学教育研究センターの持続型農業生態系部門
(農場)や森林生態部門(演習林)等の機能を強化し、学内での利用を促進するとと
もに、全国共同利用拠点として活用し、オンサイトとリモート学習を効率的に組み
合わせて教育的効果の高いフィールド実習を行う。

学内の各種実習を計画通りに行うとともに、第３期の共同利用拠点事
業を開始する。

（評価指標）
【31-1】農学部附属地域フィールド科学教育研究センターの年間のべ利用者数
7,000名以上、利用機関30以上(学内利用、共同利用、見学等すべての利用者を
含む)

農学部附属地域フィールド科学教育研究センターの年間のべ利用者
数3,000名以上、利用機関20以上

(12)

(12)内部統制機能を実質化させるための措
置や外部の知見を法人経営に生かすため
の仕組みの構築、学内外の専門的知見を
有する者の法人経営への参画の推進等に
より、学長のリーダーシップのもとで、強靭な
ガバナンス体制を構築する。㉑

計画番号32
【32】内部統制システムを継続的に見直し、有効性・効率性を向上させる。また、監
査室による内部監査並びに監事監査結果等を法人運営に反映させる。

内部統制システムを検証する。
また、監査室による内部監査並びに監事監査結果等を法人運営に反
映させる。

（評価指標）
【32-1】事務局と理事等との面談・ヒアリングの実施(年２回以上)及び内部監査や
監事監査結果等の法人運営への反映状況(内部監査及び監事業務監査改善要
望事項の80％以上)

事務局と理事等との面談・ヒアリングの実施(２回以上)。
内部監査や監事業務監査改善要望事項の80％以上を法人運営に反
映させる。

計画番号33
【33】学内外の専門的知見を有する者がガバナンス強化に参画できる仕組みを構
築するとともに、法人経営を担い得る人材を計画的に育成し、強靭なガバナンス体
制の強化・維持を図る。

学内外の専門的知見を有する者がガバナンス強化に参画できる仕組
みを検討する。
法人経営を担い得る人材を計画的に育成し、強靭なガバナンス体制
の強化を図る。

（評価指標）
【33-1】学内外有識者がガバナンス強化に参画する制度の構築及び学内有識者
や自治体・地域企業・経営者団体等との意見交換会やセミナーの開催(年間複数
回及び定期的な開催)

学内外有識者がガバナンス強化に参画する制度の検討。
学内有識者や自治体・地域企業・経営者団体等との意見交換会やセミ
ナーの開催(２回以上)。
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【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係

（評価指標）
【33-2】将来を担う中堅人材(学長補佐等)と学長との懇談(年間複数回及び定期的
な開催)及び学内外開催の経営人材養成研修等への参加回数(年４回以上)

将来を担う中堅人材(学長補佐等)と学長との懇談会を毎月実施する。
また、学内外開催の経営人材養成研修等へ教職員を派遣する(４回以
上)。

(13)

(13)大学の機能を最大限発揮するための基
盤となる施設及び設備について、保有資産
を最大限活用するとともに、全学的なマネジ
メントによる戦略的な整備・共用を進め、地
域・社会・世界に一層貢献していくための機
能強化を図る。㉒

計画番号34

【34】保有資産を最大限活用するため、大学の目標や戦略を踏まえた全学的な施
設マネジメントを推進し、土地・スペースの有効活用やダイバーシティに配慮した
教育・研究施設、学生支援施設等の老朽対策整備、省エネルギー及び基幹・環境
整備等による戦略的な運用と機能強化を図る。

施設・設備については、キャンパスマスタープランに定めた優先的課題
の達成を目指し、施設長寿命化計画にて計画した施設整備や全学的
なマネジメントによる土地やスペースの有効活用を推進する。なお、土
地・建物等の不動産については、活用状況を評価し、有効活用の方策
をまとめる。

（評価指標）
【34-1】保有資産活用計画の策定及び計画的な実行

土地・建物等の不動産について、その活用状況の点検・評価を行い、
有効活用の方策をまとめ、保有資産活用計画を策定する。

（評価指標）
【34-2】「キャンパスマスタープラン」「施設長寿命化計画」の計画的な実行

・キャンパスマスタープランに記載した優先的課題や内部質保証に対
応する施設マネジメントを推進する。
・施設長寿命化計画にて当該年度に計画している施設整備を着実に
実施する。

【数値的な指標は、「キャンパスマスタープラン」「施設長寿命化計画」
の改訂承認後に記載予定】

(14)

(14)公的資金のほか、寄附金や産業界から
の資金等の受入れを進めるとともに、適切
なリスク管理のもとでの効率的な資産運用
や、保有資産の積極的な活用、研究成果の
活用促進のための出資等を通じて、財源の
多元化を進め、安定的な財務基盤の確立を
目指す。併せて、目指す機能強化の方向性
を見据え、その機能を最大限発揮するた
め、学内の資源配分の最適化を進める。㉓

計画番号35

【35】本学が目指すべき教育・研究を実現可能とする財務基盤の強化を目的とし
て、全学を挙げて、新たな寄附金・知財戦略等を策定する。寄附金戦略としてファ
ンドレイジングの推進、知財戦略として大学発ベンチャー支援体制の強化によるベ
ンチャー起業を推進するとともに株式等取得による新たな財源の確保、「組織」対
「組織」の本格的な共同研究に基づく共同研究講座の設置を推進する。

新たな寄附金戦略（ファンドレイジングの推進等）・知財戦略（大学発ベ
ンチャ－の支援等）等の検討を行い、寄附金や産業界からの資金等の
受入れを進める。

（評価指標）
【27-1】静大発ベンチャーの設立：10社以上「再掲」

静大発ベンチャーの設立（目安）：２社以上

（評価指標）
【28-2】共同研究講座の契約件数：６件以上「再掲」

共同研究講座の契約件数（目安）：１件以上

（評価指標）
【35-1】第３期中期計画期間中の寄附金受入額(平均年額)に比して増加させる。

寄附金受入額（目安）：353,000千円以上
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【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係

計画番号25
(再掲)

【25】科研費等の外部資金の獲得のための支援を全学及び部局において実施し、
大型外部資金を獲得した研究者には負担軽減のための支援を行う。(再掲)

研究戦略に基づき、外部資金獲得のための具体的支援策及び獲得し
た研究者に対する支援策の策定

（評価指標）
【25-1】科研費の教員一人当たりの採択件数：0.5件以上の維持「再掲」

科研費獲得のための支援を実施し、教員一人当たりの採択件数0.5件
を維持する。

（評価指標）
【23-2】バイアウト制度の活用件数：延べ６件「再掲」

１件以上のバイアウトの実施と適用範囲の検証と検討

計画番号36

【36】財務運営に関するファイナンシャルプランに基づき、自己収入の確保や経費
の抑制に取り組む。また、その財源を学長戦略運営経費に組み込み、学長のリー
ダーシップの下、大学改革を推進し教育研究機能の強化を図るために、新たな教
育研究組織の整備などの取組に重点配分を行い、学内の資源配分の最適化を進
める。

ファイナンシャルプランに基づき、学内外の状況を踏まえながら、次年
度の予算編成を柔軟に実施するとともに、学長戦略運営経費の重点
配分を行い、学内の資源配分の最適化を進める。

（評価指標）
【36-1】学長戦略運営経費の当初予算額の増額。
第４期終了までに、第３期終了年度(令和３年度)に比して10％増加させる。
 　　　〔基準値〕 378,000千円(令和３年度)
 　　　〔目標値〕 415,800千円

学長戦略運営経費の当初予算額（10,000千円増額）
　388,000千円

(15)

(15)外部の意見を取り入れつつ、客観的な
データに基づいて、自己点検・評価の結果
を可視化するとともに、それを用いたエビデ
ンスベースの法人経営を実現する。併せて、
経営方針や計画、その進捗状況、自己点
検・評価の結果等に留まらず、教育研究の
成果と社会発展への貢献等を含めて、ス
テークホルダーに積極的に情報発信を行う
とともに、双方向の対話を通じて法人経営に
対する理解・支持を獲得する。㉔

計画番号37

【37】静岡大学の理念と目標に沿った教育研究活動等の質の維持及び向上のた
め、第３期中期目標期間に整備した「静岡大学における内部質保証に関する方
針」に基づき、毎年度、自己点検・評価を実施して、改善策を策定し実行する。改
善策及び改善結果は大学Webサイトで公表する。

令和３年度の自己点検・評価を実施し、改善策を取りまとめて、実行す
る。自己評価報告書、改善策及び改善結果は大学Webサイトで公表す
る。

（評価指標）
【37-1】静岡大学における内部質保証に関する方針に基づく改善成果(毎年度策
定される改善策を実行し、改善成果を確認すること)

評価会議における令和２年度の改善結果の確認と令和３年度の自己
点検・評価に基づく改善策の実行。

令和３年度に受審した機関別認証評価の結果を踏まえた課題の改
善。
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【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係

計画番号38

【38】ステークホルダーへの積極的な情報発信の一環として、大学の教育研究活
動、社会貢献活動を分かりやすく説明した統合報告書を作成し、ステークホルダー
に対して、各部局の特性を含めた活動情報の提供を、相互理解に向けた対話的
手法等、多様な方法を用いて実施する。

統合報告書の作成方法について、検討する。

（評価指標）
【38-1】統合報告書の作成とステークホルダーへの情報の提供及び意見交換の実
施

統合報告書の作成方法及び体制の検討。

計画番号39

【39】大学Webサイトの充実と改善を図り、特に静岡大学における内部質保証に関
する方針に基づく改善成果や統合報告書など、ステークホルダーが必要な情報を
分かりやすく提供するとともに、動画共有サービスを含めたSNS(ソーシャル・ネット
ワーキング・サービス)の活用及び地域マスメディアによる大学の教育研究活動の
発信等、総合的かつ時宜を捉えた多角的な広報活動を行う。

内部質保証に関する改善成果の公表において、ステークホルダーが
理解しやすいよう大学Webサイトを改善する
また、総合的かつ時宜を捉えた多角的な広報活動を行う。

（評価指標）
【39-1】大学Webサイトの改善状況と多角的な広報活動の状況(内部質保証に関す
る改善成果や統合報告書の毎年度の公表において、ステークホルダーが理解し
やすいよう大学Webサイトを改善すること及び、毎年度の教育研究活動について、
コンテンツ・マネジメント・システムやプレスリリース、静大TV等の多角的な活用に
より、第３期と同規模以上の発信をすること)

【大学Webサイトを改善】
・内部質保証に関する改善成果の公表方法の改善

【情報発信】
・CMS550件以上/年
・プレスリリース80件以上/年
・静大TV番組総本数2600本以上
・静大TV番組アクセス数420万回以上

(16)

(16)AI・RPA(Robotic Process Automation)を
はじめとしたデジタル技術の活用や、マイナ
ンバーカードの活用等により、業務全般の
継続性の確保と併せて、機能を高度化する
とともに、事務システムの効率化や情報セ
キュリティ確保の観点を含め、必要な業務運
営体制を整備し、デジタル・キャンパスを推
進する。㉕

計画番号40

【40】デジタル・キャンパスの実現に向け、全学横断的なプロジェクトチームを設置
して、既存の業務へのAIやRPAの活用などICTの導入に向けた計画を立案し、大
学の教育研究活動にも関わる各種業務システム等の開発、検証、改善を行い、大
学全体としての業務改善に取り組む。併せて、大学の教育研究機能の拡張に伴
い、各種業務システム等の円滑な利用や機能の向上に向けて、情報基盤センター
等の学内推進体制の強化を図るとともに、教職員一人ひとりの意識と知識を高め
るための継続的な情報セキュリティ教育を行う。

全学横断的なプロジェクトチームを設置して、既存の業務へのAIや
RPAの活用などに向けた計画を策定し、業務改善に取り組む。併せ
て、情報基盤システムの強化と、専門能力を持った職員の確保・充実
を図るとともに、教職員の情報セキュリティ等の意識向上を徹底する。

（評価指標）
【40-1】全学的なプロジェクトチームによるAIやRPAの活用などICT導入の計画、実
現、検証及び改善と学内外への成果の公表

全学横断的なプロジェクトチームを設置し、AIやRPAの活用が可能な
現行業務を検討し、業務改善に向けた計画を策定
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【凡例】

・・・進捗率（100％）

・・・進捗率（80-99％）

・・・進捗率（50-79％）

・・・進捗率（0-49％）

【中期目標】
NO.

【中期目標】
【中期計画】

NO.
【中期計画】

令和４年度実施計画
[１年目]

進捗率

第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について（全体）

中期目標関係 中期計画関係

（評価指標）
【40-2】情報基盤の強化とそのための情報基盤センター等に係る学内資源の確保
(第４期中期目標期間中における学内情報基盤システムの強化(ネットワークシス
テムの10ギガ化)と、そのための情報基盤センター等の専門能力を持った職員の
確保及び学長戦略運営経費などを活用した整備計画の実施)

情報基盤センター及び情報企画課における、専門能力を持った職員
の確保及び充実に向けた検討

学内の既存経費、学長戦略運営経費、補助金等を活用した学内情報
基盤システムの10ギガ化をはじめとする情報基盤設備等の整備の実
施

静岡キャンパス１台・浜松キャンパス１台のキャンパススイッチを10ギ
ガ化させ、焼津データセンター内の通信も１０ギガ化させるため、機器
の更改を行う

（評価指標）
【40-3】情報セキュリティ教育等の受講率の向上

本学の状況や各省庁から送付される注意喚起を盛り込み、web形式で
の情報セキュリティ教育及び個人情報保護教育の取組内容の充実

全ての教職員の受講を目指した周知の徹底

受講率の向上策（例：学内会議での受講状況の定期報告等）の検討

受講率目標値：
教員40％以上、職員65％以上を目指す
（参考：H29～R２の平均受講率　教員約35％、職員約60％）
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第４期中期目標期間における令和４年度実施計画の進捗状況について 

 

１．進捗状況 

    全40件の中期計画のうち以下の23件の中期計画については、令和４年度実施計画

の進捗率が100％であり、順調に進捗している。 

      計画番号１,２,４,６,９,11,14,15,16,18,19,20,22,26,27,28,29,30, 

          31,34,35,36,38 

 

    一方で、以下の13件の中期計画については、中期計画又はその評価指標に係る令

和４年度実施計画の進捗率が80％以上であるものの100％に達していないことか

ら、令和５年度実施計画の履行に当たっては、進捗率が100％となるよう取り組む

ことが求められる。 

      計画番号３,５,７,８,10,12,17,21,32,33,37,39,40 

 

    また、計画番号13,23,24,25の中期計画については、中期計画又はその評価指標

に係る令和４年度実施計画の進捗率が80％未満であることから、令和５年度実施計

画の履行に当たっては、中期計画実施責任者の責任の下、計画的に取り組み、進捗

率が100％となるよう取り組むことが求められる。 

計画 

番号 
中期計画又は評価指標 令和４年度実施計画 

実施責任者 

（◎：取りまとめ担当） 
進捗率 

13 評価指標 

【13-1】企業ニーズを反映

させた授業科目の開設状況

(開設科目数の増加(第４期

中期目標期間最終年度まで

に６科目12単位(令和３年度

実績：３科目６単位))) 

・人文同窓会、静岡

県経済同友会へのア

ンケート調査２件 

・夜間主コースへの

オンライン授業試行

導入数（２ないし３

科目） 

◎人文社会科学研究

科長/ 

 理事（教育・附属

学校園担当） 

50％ 

23, 

25 

評価指標 

【23-2】バイアウト制度の

活用件数: 延べ６件 

１件以上のバイアウ

トの実施と適用範囲

の検証と検討 

◎理事(研究・社会産

学連携・情報担当) 

10％ 

24 評価指標 

【24-1】重点研究分野にお

ける引用数のTop10%の論

文：140本の維持 

研究推進策の実施に

より引用数Top 10％

の論文数 140本の維

持  

◎理事(研究・社会産

学連携・情報担当) 

60％ 

24 評価指標 

【24-2】重点研究分野にお

ける国際共著論文数の第３

期増加比10％増とする。

(470本以上) 

研究推進策の実施に

より国際共著論文を

毎年度80本以上発表

する。 

◎理事(研究・社会産

学連携・情報担当) 

60％ 

 

２．評価会議による進捗状況の情報収集 

    計画番号13,23,24,25については、令和５年度実施計画の進捗状況を今年度の10

月を目途に評価会議において情報収集するものとする。 

参考 

（役員会 令和５年７月２６日） 


